
独立行政法人 空港周辺整備機構

竹中 幸夫（独立行政法人空港周辺整備機構 監事）

柳原 健治（独立行政法人空港周辺整備機構 監事（非常勤））

西川 賢二（弁護士）

太田 毅（公認会計士、税理士、社会保険労務士）

松村 暢彦（大阪大学大学院工学研究科 准教授）

（１）前回契約審査会議結果に基づく措置状況等に関する報告

（２）平成21事業年度の契約実績に関する報告

（３）審議対象契約に関する審議

（４）次回の契約監視委員会について

一般競争入札

うち 複数応札案件

うち 一者応札案件

企画競争

うち 複数応募案件

うち 一者応募案件

（注）審議対象契約の範囲
審議対象期間に締結した契約（予定価格が少額のものを除く。）のうち、次の契約を審議対象としている。

① 委員が抽出した案件
② ①以外の契約のうち、一者応札・応募であった一般競争入札等及び競争性のない随意契約

審議対象期間 平成21事業年度（平成21年4月1日～平成22年3月31日）
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独立行政法人空港周辺整備機構 契約監視委員会
平成22事業年度 定例契約審査会議 審議概要

開催日時
及び場所

平成22年7月9日（金）13時30分～16時30分

（独）空港周辺整備機構 大阪国際空港事業本部 第一会議室

委 員

委員長

委 員

委 員

委 員

委 員

件

4

1

3

2

1

件

役務1件

役務2件

工事（建設委託）1件

役務7件

会議内容

件

委員会からの
意見表示又は
勧告の内容

特になし

委員からの
意見・質問
及びそれに
対する回答

回答（空港周辺整備機構）委員からの意見・質問

別紙のとおり 別紙のとおり

7 件

工事1件、購入1件、
建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ1件、役務1件



別 紙

委員からの意見・質問及びそれに対する回答（１／５）

意見・質問（契約監視委員会） 回答（空港周辺整備機構）

○ 変更契約を行っているが、変更契約金額の決

定方法について、機構（（独）空港周辺整備機構

のこと。以下同じ。）の単価を採用しているのか、

それとも落札者の単価を採用しているのか教え

てほしい。

○ 落札率を乗じているということは、最終的に

落札者の単価を反映できるようになっていると

いう理解でよいか。

○ 落札率が 71％と予定価格に対して低くなっ

ており、落札者の入札単価から考えると、落札

者から実際に派遣労働者に支払われる賃金は最

低賃金に近いものと推測できるが、機構として

最低賃金を遵守させるための方策、例えば、落

札者に最低賃金を遵守する旨の誓約書を出させ

る等は行っているのか。

○ 社会保険の加入についても確認しているの

か。

○ 公募により、郵便事業株式会社（以下「郵便

会社」と記載。）が受託しているが、この契約は、

郵便会社が建設した建物を機構が所有して、郵

便会社が運営を行うということか。

○ 変更契約にあたっては、機構の単価を基礎に

積算した金額に、入札における落札率を乗じて

予定価格としている。

○ そのような理解となる。

○ 落札者が最低賃金等の法令を遵守することは

当然であることから、誓約書を提出させること

は行っていないが、落札者に対してヒヤリング

を行うとともに、平成 22 年度からは入札単価

の内訳書を提出させる等して、最低賃金等に抵

触していないか確認している。

○ 確認している。

○ 機構が建物を所有して、郵便会社に賃貸して

いる。

大阪国際空港周辺緑地（豊中Ⅰ）整備工事

【一般競争入札】

人材派遣契約（一般事務補助）

【一般競争入札】

大井地区騒音斉合施設建設委託

【企画競争：一者応募案件】



別 紙

委員からの意見・質問及びそれに対する回答（２／５）

意見・質問（契約監視委員会） 回答（空港周辺整備機構）

○ 建設協力金を得て建物を建設するもので、将

来的に建設費用を返還していく必要があること

から、できるだけ安価で良いものを作ってくれ

る建設業者を選定することが重要。したがって、

受託者が行う建設工事について一般競争入札を

採用すること、あるいは、受託者がどのように

建設業者を選定するのか機構としてチェックす

る方策が必要ではないか。また、（受託者による）

建物建設の建設業者選定のプロセスの記録を機

構として残しておく必要があるのではないか。

○ 建物建設の請負契約は、機構と（郵便会社が

行った一般競争入札の落札者である）建設業者

との間で締結したのか。

○ 今回の建物建設工事は、郵便会社が選定され

たことから、ＷＴＯの適用対象となり、一般競

争入札に付されたとのことだが、仮に一般企業

が受託した場合もこのような契約形態となるの

か。

○ 建設委託においては、建物の価格を動かすこ

とによってリベート的なものを捻出するような

事例もあると聞くので、そのようなことが行わ

れないように、機構として会議に出席する等し

て建設の単価等が適切かチェックすることも必

要と思う。

○ 今回の受託者（郵便会社）が行った建物建設

は、一般競争入札に付しており、競争性、透明

性が確保されていると考えて問題ないか。

○ 受託者である郵便会社による本件建設工事

は、ＷＴＯ（政府調達協定）の適用対象となっ

ており、工事発注に際しては、一般競争入札に

より競争参加資格の要件を設けて建設業者を選

定している。また、郵便会社における工事の工

程会議等に機構の職員が参加するとともに、郵

便会社から建設工事契約の発注時に一般競争入

札に係る入札公告に関する資料、契約時に入札

結果や落札者の契約価格内訳に関する資料の提

出を受け、その内容を精査する等して、郵便会

社が行う建設業者選定のプロセスをチェックし

ている。

○ 建物建設の請負契約は、郵便会社と建設業者

との間で締結している。機構は、郵便会社が適

正に建設業者を監理及び検査しているかを監理

する。

○ 別の事業では、公募の結果、一般企業が選定

されたが、本件と同様に選定された企画提案者

に施設の建設を委託している。

○ 機構職員が、受託者の工程会議や現場視察に

参加し、チェックを行ってきた。

○ そのように理解している。

大井地区騒音斉合施設建設委託

【企画競争：一者応募案件】



別 紙

委員からの意見・質問及びそれに対する回答（３／５）

意見・質問（契約監視委員会） 回答（空港周辺整備機構）

○「緑地造成に係る測量及び設計業務」について

は、落札率が 35％と極めて低い。これについて

は低入札価格調査を行って落札者を決定してお

り、そのような方法もあると思うが、例えば、

最低制限価格を設ける等の低入札価格を防止す

る方策は検討しているか。ただし、最低制限価

格を設けると、最低制限価格に多くの入札者が

集中してしまうといった弊害も起こりえるが。

○ 測量設計業務や、人材派遣契約については人

件費がほとんどと考えられ、人材派遣契約につ

いては最低賃金といった基準はあるが、低価格

が進むと十分な人材を確保できないといった恐

れも出てくる。支出抑制といった観点からは、

安い価格での契約は良いことと思うが。

業務の出来栄えについては何か問題は生じて

いないか。

○ 積算はどのように行っているのか。

○ これまでの契約制度の改善に関する取組によ

って、競争性、透明性が高まり落札率が低下し

たことは、改善の成果であると一般的に言える

と思うが、その結果として、業務の成果の良否

等について何か現場において問題が生じていな

いか。

○ 個々の業界の内情を把握することが困難なた

め、なぜ、そのような低価格で業務が履行でき

るのか判断することは難しいと思うが。

○ 当該業務については、最低入札価格がかなり

低かった一方で、予定価格より高い価格で入札

した者も（入札者 13 者のうち）4 者いる等、入

札者間で価格のバラツキがあった。これについ

ては、業務の内容から考えて、業務に関する経

験値、手持ち業務量等のマンパワーの問題だと

推測している。落札者については直近に類似業

務を行っていることから、人材を上手く活用で

きる等の事情もあり今回の業務を問題なく履行

できると判断した。

○ 特段の問題は生じていない。

○ 国の基準に従っている。

○ 特段の問題は生じていない。低入札であった

場合には、例えば、工事であれば、価格に大き

く影響を与える材料の市況等を確認して、その

原因を分析し、履行が可能かどうか判断してい

る。

○ 工事であれば材料の購入ルートや下請会社の

使い方といった点から、応札価格抑制の可否が

ある程度判断でき、また、設計業務等であれば

それまでの実績等からその価格でも可能であろ

うことは判断できるものと考えている。

契約全般：落札率の低下について

（低入札価格調査等）



別 紙

委員からの意見・質問及びそれに対する回答（４／５）

意見・質問（契約監視委員会） 回答（空港周辺整備機構）

○ 不動産鑑定評価業務について、参加資格とし

て「福岡県に本店又は支店等を有していること」

という地域要件を設けている一方で、企画競争

の評価基準として「福岡市、大野城市での鑑定

実績」と地域を限定している点について、考え

方の違いを説明してほしい。また、企画競争の

評価基準は機構独自のものか、あるいは何か基

準があるのか。

○ 不動産鑑定士は、難関試験を受かってきた有

資格者であり、誰であっても適正な鑑定が行わ

れると思うので、このような鑑定実績を評価基

準とする必要はないのではないか。

○ 鑑定実績については、単に実績があるだけで

はなく、妥当な鑑定評価を行っていることが大

事なのではないか。

○ では、鑑定実績の数について評価しているの

か。

○ システム保守の入札については、業務実績要

件に代えて一定の資格を有していれば参加でき

るように改善している。一方、不動産鑑定評価

について未だに実績を重視しているのはなぜ

か。

○ 鑑定実績を重視していくのであれば、実績の

ある者がより実績を積んでいくこととなり、新

規参入がより一層難しくなるのではないか。

○ 評価基準は機構独自のものである。参加資格

としての地域要件は、福岡県における情報収集

能力を重視して設けたもので、地域要件を設け

ても参加者が十分見込めることから、特段問題

のないものと考えている。次に評価基準に係る

地域限定は、福岡空港周辺における鑑定実績を

重視する観点から設けているものである。

○ 不動産鑑定評価業務は、移転補償を行うため

に実施しており、移転補償の相手方である地元

住民との関係からできるだけ正確な価格である

必要があるため、福岡空港周辺における鑑定実

績を重視している。

○ 実際問題として、過去の鑑定評価が適正であ

ったかどうか判断することは難しい。そこで、

空港周辺において数多く鑑定実績を有する者で

あれば、より正確な鑑定評価が期待できるとい

う観点から、鑑定実績を評価している。

○ 鑑定実績の数を重視して評価している。

○ システム保守については業務自体が当機構と

受注者との関係である一方、不動産鑑定評価業

務は、その鑑定評価に基づいて住民との移転補

償交渉を経て土地売買契約を行うこととなり、

より正確さが求められる。したがって、より慎

重に価格が鑑定されるように、鑑定実績を重視

している。なお、平成 22 年度からは、鑑定実

績については、事業者（会社）ではなく、実際

に担当する鑑定士の実績を重視するように評価

基準の見直しを行っている

○ 鑑定実績は、当機構以外での実績も評価して

いる。したがって、当機構との契約実績がなく

ても参入が可能である。

不動産鑑定評価業務（その１）

【企画競争】



別 紙

委員からの意見・質問及びそれに対する回答（５／５）

意見・質問（契約監視委員会） 回答（空港周辺整備機構）

○ 全体的な見直しの流れ、すなわち競争性、透

明性を高める観点から実績要件を除いていこう

という考え方からすると、福岡空港周辺の実績

を重視するのはどうか。不動産鑑定士のなかで

も僅かな者のみを重視することとならないか。

○ 機構において見直しを進めているとのことな

ので、今回の議論を踏まえて、引き続き透明性、

競争性の向上を図るため改善努力を続けていた

だきたい。

○ 平成 20 年度における一者応札案件のうち、

システム保守（3 件）については業務実績要件

に代えて技術者資格に基づく参加を認める等の

見直しの結果、複数応札に改善され、新規事業

者が落札しているが、それにより、実務上何か

支障は生じていないか。

○ 競争性のない随意契約についても本年１月に

審議したものと同様であり、特に問題は認めら

れない。

○ 契約について競争性を高めるためいろいろ方

策を講じているが、その方策を講じた契約結果

については、公表しているのか。どの程度詳し

く公表しているのか。

○ 本委員会において審議の結果、特段の意見表

示、勧告の必要はないものと認める。

機構においては、審議を参考にしてより一層

の競争性、透明性の確保に努めていただきたい。

○ 福岡空港周辺では、当機構のほか、国、地方

公共団体、民間での取引も多く、鑑定実績を有

する不動産鑑定士が少ないとは考えていない。

当機構は、空港周辺の騒音対策として移転補償

を実施する立場であることから、周辺取引事例

との価格差がないことが望ましく、空港周辺に

おける鑑定実績を重視せざるを得ないのが現

状。しかしながら、平成 22 年度からは、鑑定

実績以外の価格面に関する配点もより高くする

等、更なる見直しを行っている。

○ 引き続き努力する。

○ 特段の支障は生じていない。

○ 内部規程に従って、契約ごとに入札結果や契

約相手方、落札率等の情報をホームページ上に

公表している。また、低入札価格調査の調査結

果等についても各事業本部に設けている閲覧所

に資料を備えて公表している。

不動産鑑定評価業務（その１）

【企画競争】

一者応札案件、競争性のない随意契約

審議結果のまとめ

契約情報の公表について


